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第 3 章 学部・大学院の拡充 
 
 
第 1 節 文科系学部の拡充 
 
（1）文科系学部の拡充 
 

文学部の拡充 

文学部は、1969（昭和 44）年に 23 講座となったが、その後、1974 年 4

月に朝鮮史学、1978 年 4 月に地理学、1986 年 4 月に地域福祉社会学が設置

され、哲学科 11 講座・史学科 7 講座・文学科 8 講座の合計 26 講座となった。

1992（平成 4）年 4 月には文学科に応用言語学講座が、翌 1993 年 4 月には

史学科にイスラム文明学講座が増設された。 

翌 1994 年 4 月には、実験的研究手法も用いて人間や社会の本質の追究を

目指す人間科学科が設置され、同年 6 月には哲学科が哲学・哲学史第一、哲

学・哲学史第二、哲学・哲学史第三、インド哲学史、中国哲学史、倫理学、

美学・美術史の 7 講座に、史学科が国史学第一、国史学第二、東洋史学、朝

鮮史学、イスラム文明学、西洋史学、考古学の 7 講座に、文学科が国語学・

国文学第一、国語学・国文学第二、中国文学、英語学・英文学第一、英語学・

英文学第二、独文学、仏文学の 7 講座に、人間科学科が言語学、応用言語学、

心理学、認知心理学、比較宗教学、社会学、地域福祉社会学、地理学の 8 講

座に改組された。また、宗教学講座は大学院比較社会文化研究科に振り替え

られた。 

学生定員は、1949（昭和 24）年以来 135 人のままであったが、朝鮮史学

講座が設置された 1974 年に 5 人増加して 140 人となった。さらに 1987 年

に 160 人、1991（平成 3）年に 170 人、翌 1992 年に 180 人と増加していった。 
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教育学部の拡充 

教育学部は、1966（昭和 41）年に 11 講座となって以後、講座数は 10 年

近く変わらなかったが、1975 年に障害児童学が設置されて 12 講座となった。 

教育学部は創設以来、障害児に関する実験的および臨床的研究と実地の教

育・指導を推進し、1975 年 4 月には障害児童学講座が設置された。こうし

たなかで、障害児童学講座と表裏一体となる臨床研究の場としての障害児ク

リニックの建設が急務となり、1975 年以降、幼児発達教育センター、障害児

研究施設、障害児研究センターとして概算要求を続けた結果、1986 年 4 月

に教育学部附属障害児臨床センターが設置された。障害児臨床に関する研究

を推進するとともに、障害児が抱えている様々な問題に対して直接指導を行

い、教育的働きかけをすることもセンターの重要な課題となった。1988 年 3

月には障害児臨床センター棟 1072m2が竣工した。 

1992（平成 4）年には生涯発達学講座が、1994 年には教育社会史講座が

増設された。教育社会史講座の増設にあたって、教育史講座は大学院比較社

会文化研究科に振り替えられた。 

学生定員は、1966（昭和 41）年にそれまでの 25 人が 35 人となっていた

が、障害児童学講座の設置によって 40 人になった。さらに 1987 年に 50 人、

1991（平成 3）年に 60 人と増加していった。 

 
法学部の拡充 

法学部も、1970（昭和 45）年に 23 講座となって以後、10 年近く講座数

に変化はなかったが、1979 年 4 月に、産業労働研究所の廃止に伴って、比

較憲制論、裁判学、刑事政策、法社会学の 4 講座が増設されて、27 講座とな

った。 

1991（平成 3）年 4 月には比較法講座が、1993 年 4 月には紛争管理論、

国際経済法の 2 講座が増設された。翌 1994 年 6 月には、比較政治学講座が

増設された。 
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学生定員は、1949（昭和 24）年の法学部発足以来 200 人の状態が長く続

き、1967 年に 40 人増えて 240 人となった。さらに 1987 年に 270 人、1990

（平成 2）年に 280 人、1992 年に 300 人と増加していった。 

 
経済学部の拡充 

経済学部は、1968（昭和 43）年以降、経済学科 10 講座・経営学科 6 講座

の状態が続いていたが、1977 年 4 月には大講座 1 講座からなる経済工学科

が新設された。経済工学科は、従来の工業政策及び社会政策が産業計画（大

講座）に振り替えられて発足し、翌 1978 年 4 月に経済数学（大講座）、計量

経済学（大講座）、管理工学（大講座）の 3 講座が増設されて、大講座 4 講

座で一応の完成をみた。経済工学科の学生定員は 80 名で、この内 60 名は経

済学科からの振替であった。経済学部の学生定員は、1965 年の経営学科の設

置によって、1949 年以来の 200 人から 20 人増えて 220 人となっていたが、

経済工学科の設置によってさらに 20 人増えて 240人となった。1981 年には、

経済学研究科に経済工学専攻の修士課程が設置され、1983 年には博士課程が

設置された。 

 大講座制は、教官組織の弾力的運営を目的とするもので、経済学部におけ

る大講座制の採用はその後、経済工学科以外の学科でも進められていった。

1984 年 4 月、経営学科の会計学、原価計算、管理会計論の 3 講座が企業計

算（大講座）に、翌 1985 年 4 月に、経済学科の統計学、農業政策、世界経

済論の 3 講座が政策分析（大講座）に、1986 年 4 月には、同じく経済学科

の経済学原論、経済学史、貨幣論及び金融論、財政学の 4 講座が経済理論（大

講座）に振り替えられた。その結果、経済学部は、経済学科が大講座 2 講座

と従来の講座 2 講座、経営学科が大講座 1 講座と従来の 3 講座、経済工学科

が大講座 4 講座となった。 

翌 1987 年 5 月には、経済学科の経済史、日本経済史の 2 講座が経済史（大

講座）に振り替えられた。1988 年 4 月には、経営学科の経営学、経営財務
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論、経営労務論の 3 講座が企業管理（大講座）に振り替えられた。1987 年

まで 240 人であった経済学部の学生定員は、1986 年に 250 人、翌年 1987

年に 270 人、1990（平成 2）年に 280 人、1992 年に 290 人と増加していっ

た。 

 

（2）記念事業の実施 

 

法学部・経済学部創立 60 周年 

1975（昭和 50）年 10 月 4 日、九州大学法文学部創立 50 周年・法学部独

立 25 周年・経済学部独立 25 周年記念式典が行われた。それまで両学部には

同窓会がなかったが、創立 50 周年を機会に同窓会が設けられ、翌 1976 年 9

月に『九州大学法学部同窓会報』が、同年 10 月には『九州大学経済学部同

窓会報』が発刊された。また経済学部では、1978 年 12 月に、九州大学経済

学部 50 周年記念事業会から『筥崎松原の青春』が刊行された。 

 1984 年は法文学部が設置されて 60 周年にあたり、経済学部では 1982 年

5 月に、経済学部創立 60 周年記念事業会を設置して、事業計画を検討するこ

とを決定し、9 月には法・経合同委員会を開いて、法・経両学部で記念事業

を実施することとした。そして、1984 年 6 月 11 日には、法・経合同委員会

において記念事業を共同で行うことを最終決定し、7 月 3 日に記念事業後援

会第 1 回準備会を開いた。8 月 17 日、記念事業後援会事務所が開設され、9

月 20 日には発起人総会ならびに設立総会が開かれた。 

 記念事業は、国際学術交流の促進および記念式典等の実施であり、2 年間

で総額 3 億円の募金を行い、法学部および経済学部の国際交流の促進に役立

てようというものであった。具体的には、集まった募金のうち 2 億 6000 万

円を「国際学術交流振興基金」として、九州大学に寄付し、その運用につい

ては、法・経各学部で運用委員会を組織して、①研究者の海外派遣費用およ

び外国人研究者の招聘費用、②国際学術研究・教育および出版費、③会議費
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および事務諸経費にあてられることになった。 

 1984 年 11 月 16 日、法学部・経済学部合同創立 60 周年記念式典が福岡国

際ホールで挙行された。これにあわせて、法学部は、『自由の学燈をかかげて

―九州大学法学部六十年のあゆみ―』を、経済学部は『経済学部六〇年小史』

を刊行した。 

 

法学部・経済学部創立 70 周年 

 法学部と経済学部においては、1994（平成 6）年 10 月に法文学部創立 70

周年を迎えるため、前年から記念行事の実施に向けて機運が高まった（「第

922 回〔法学部〕教授会議事録」）。 

法学部は、1993 年 10 月 20 日の教授会で法学部同窓会長・法政研究編集

委員・評議員・学部長を構成員とする法学部創立 70 周年記念事業検討委員

会を設置して記念事業を検討することにした（「第 923 回〔法学部〕教授会

議事録」）。同委員会で検討の結果、法政学会、法学部国際学術交流振興基金

および法学部同窓会から必要経費を支出して、法学部同窓会開催日である

1994 年 10 月 21 日午後 3 時から西鉄グランドホテルにおいて記念講演会を

開催することとなった。講演会のテーマは「ボーダレス時代における法と政

治」で、朝日新聞社取締役・前東京本社編集局長の箱島信一氏による「戦後

五十年と日本の課題」、九州ジャスコ代表取締役社長の金柿謙治氏による「激

動する小売業と経営の視点」と題した講演が行われた（「第 936 回〔法学部〕

教授会議事録」「第 941 回〔法学部〕教授会議事録」）。 

 一方、経済学部は、経済学部創立 70 周年記念事業としてシンポジウムお

よび記念出版を実施することにした。経済学部創立 70 周年記念シンポジウ

ムは「地域社会と大学―変動期における大学の役割―」をテーマに掲げ、1994

年 10 月 14 日午後 2 時から西鉄グランドホテルにおいて開催された。まず九

州大学の和田光
こう

史
じ

総長による「九州大学の改革と移転について」、福岡市の友

池一寛助役による「九州大学移転についての期待と都市づくり」と題したプ
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レゼンテーションが

行われた。つづいて

「九州大学と地域社

会」を主題とする討

論に移った。この討

論では経済学部の矢

田俊文教授が司会を

務め、和田総長、友

池助役、福岡県の奥

田八二
は ち じ

知事、下関市立大学の大屋祐雪学長、日経連の福岡道生専務理事、九

州電力の吉田清治副社長、西日本新聞社の西謙次郎論説委員長、経済学部の

森本芳樹学部長が議論を行った（「第 919 回〔経済学部〕教授会議事録」「第

921 回〔経済学部〕教授会議事録」「第 923 回〔経済学部〕教授会議事録」）。 
 

（3）文科系建物の増築 

 

 箱崎小石町に建設が進められていた文科系の建物は、1964（昭和 39）年

に予定どおり完成し、別の建物であった文学部心理学教室を除いてすべて旧

法文経建物から移転していたが、1972 年 3 月には新たに鉄筋コンクリート 3

階建 1960m2（法学部）と鉄筋コンクリート 3 階建 1261m2（教育学部）の

文科系本館の増築が完成した。1976 年 3 月には、教養部の建物とともに文

科系の建物に、身障者用のエレベーターとスロープ・便所が完成した。身障

者用エレベーターは、国立大学では東北大学に次いで 2 番目の設置であった。 

 1980 年 3 月には、経済学部本館鉄筋コンクリート 6 階建 4340m2が完成し

た。経済工学科の設置に伴うもので、これによって経済学部は文科系 4 学部

のなかで唯一独立の建物を持つことになった。経済学部の新建物への移転に

伴い、1980 年度から 1982 年度にかけて、それまでの文科系学部建物の改修

図 10-5 文・教育・法・経済学部 
出典：『九州大学一覧 総括編』1978 年度。 
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が順次行われた。旧法文系キャンパスに残っていた文学部心理学教室は、

1972 年 4 月に教育学部新館が建設されたときに一部（実験室）がその 1 階

に移転していたが、1982 年 3 月には改修後の文科系学部建物に移転し、旧

法文系キャンパスからの全面的な移転が完了した。 

 
 
第 2 節 理工系学部の拡充 
 
（1）理学部の拡充 
 
講座の増設と建物の整備 

 理学部は、1970（昭和 45）年以降、物理学科 11 講座・数学科 7 講座、化

学科 13 講座、地質学科 6 講座、生物学科 10 講座の合計 47 講座の状態がし

ばらく続いたが、1974 年 4 月に代数学及び位相数学が代数学に、応用解析

学が関数解析学にそれぞれ改められ、翌 1975 年 4 月に位相数学、1976 年 5

月に数理解析学が増設されて数学科は 9 講座となった。また、物理学科は

1980 年 4 月に地震学、翌 1981 年 4 月に高層大気力学が増設されて 13 講座

となり、理学部の講座数は 51 講座となった。化学科・地質学科・生物学科

の 3 学科については講座の増設はみられなかった。 

1990（平成 2）年 4 月には、地質学科が地球惑星科学科に名称変更された。

同年 6 月には、地球惑星科学科の層序学、岩石学、鉱物学、古生物学、石炭

地質学、非金属鉱床地質学の 6 講座が地殻構造科学、岩石反応循環科学、地

球惑星物質科学、生物圏進化学、有機地球科学、希元素地球化学の 6 講座に

それぞれ名称変更された。さらに 1992 年 4 月、地球惑星科学科は、地殻構

造科学、岩石反応循環科学、地球惑星物資科学、生物圏進化学、有機地球科

学、希元素地球化学、海洋底地球科学、地球惑星進化学、地球惑星電磁圏物

理学、地球惑星大気物理学、固体地球惑星力学、地球惑星流体力学の 12 講
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座に改組された。地球惑星科学科の地球惑星電磁圏物理学、地球惑星大気物

理学、固体地球惑星力学、地球惑星流体力学は、物理学科の地球物理学、大

気物理学、地震学、高層大気力学が振り替えられたものであった。1994 年 4

月には、大学院理学研究科の地質学専攻が地球惑星科学専攻に名称変更され

た。 

同年 6 月には、物理学科に量子物理学（大講座）、情報物理学（大講座）、

環境物質科学の 3 講座、化学科に分子動態化学（大講座）、分子設計化学（大

講座）の 2 講座、数学科に数学の学科目、生物学科に細胞機能学（大講座）、

生態科学（大講座）の 2 講座が増設された。また、数学科の代数学、幾何学、

解析学、関数解析学、位相数学、統計数学、計画数学、計算数学、数理解析

学の 9 講座は大学院数理学研究科に、生物学科の生態学講座は大学院比較社

会文化研究科に振り替えられた。 

 昭和 20 年代を通じて 90 人であった理学部の学生定員は、1957 年に 95 人

となって以後、高度経済成長期の学部拡充によって 1～3 年ごとに定員が増

加していったが、1967 年に 235 人となって以後は、1974 年の数学科の改組

拡充によって 255 人となり、1986 年に 261 人、1987 年に 291 人、1991（平

成 3）に 321 人となった。建物は、1979 年 1 月に理学部三号館 2703m2が竣

工した。 

 

原子核実験室 

 九州大学に理学部が創設された 1939（昭和 14）年頃は、世界的に加速器

が原子核の研究に積極的に使用されるようになった時期であり、九州大学に

おいても理学部の重点的研究プロジェクトとして、世界最大規模のヴァンデ

グラーフ型加速器の建造が計画され、1943 年には直径 3m・高さ 9m の鉄製

加圧タンクが搬入され、翌 1944 年にはこれを収容する 3 階建の建物が建造

された。しかし、戦局の悪化によって起電機の建設は中止され、戦後も占領

軍の意向で建造が禁止されていた。 
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 加速器の建造が再開されたの

は、1949 年であり、1953 年に

は 220万電子ボルトまでの陽電

子ビームが得られるようになっ

た。その後、加速器は内部改造

が行われて加圧電圧が引き上げ

られ、1963 年度からはさらに大

規模なヴァンデグラーフ改造計

画が進められて、昭和 40 年代

にはターミナル電圧 6MV で安

定した発電が可能となった。 

 1972 年度からは、新たに

10MV のタンデム型静電加速器

を建造し、既設のヴァンデグラ

ーフと結合する三段タンデム計

画が開始された。このタンデム

加速器は直径 4m・長さ 15m の

圧力タンクを使用するもので、中央ターミナル電極に 10MV の電圧を発生す

ることを目標にしていた。工事は 1972 年度から開始され、加速器の主要部

の製作と組立は予定どおり 4 か年で終了したが、試運転の結果いろいろの欠

陥が見出されたため完成が遅れ、1980 年に目標を越えるターミナル電圧

11MV を得ることができた。この間、研究室の研究計画が重イオン核反応お

よび偏極重陽子実験へ移行したため、三段タンデム計画は中止され、6MV ヴ

ァンデグラーフと 10MV タンデムは個別に使用されることになった。1980

年 3 月には、原子核実験室の未完の建屋部分 526m2も竣工して、名実ともに

原子核実験室が完成し、翌 1981 年 10 月 31 日、原子核実験室において新設

のタンデム加速器の披露式が行われた。 

 
図 10-6 ヴァンデグラーフ型粒子加速器 
出典：『九州大学一覧 総括編』1970 年度。 
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附属島原地震火山観測所 

理学部には、1953（昭和 28）年に理学部の附属となった天草臨海実験所

と 1967 年に設置された基礎情報学研究施設の 2 つの附属研究施設があった

が、1971 年 4 月には新たに島原火山観測所が設置された。 

 理学部では、1960 年 10 月に雲仙地球物理観測所の設立が発議され、1962

年度の概算要求として島原火山温泉研究施設の新設を要求した。こうしたな

かで、1962 年 3 月、長崎県および島原市は、理学部の要請に応じて島原市

眉山東麓の市有地 5915m2 にコンクリート造地震観測棟 84m2 を建設して無

償で貸与した。理学部はこれを島原火山温泉研究所として仮発足させ、高倍

率地震計を設置して常時観測を開始した。1967 年には、それまで借用してい

た土地と建物を買収し、同年 10 月からは理学部の定員を運用して現地常駐

体制が取られるようになった。 

 島原地域の住民は、1792（寛政 4）年の雲仙岳の噴火以来、火山噴火、地

震、眉山再崩壊に強い関心を抱いていたが、1968（昭和 43）年 3 月からは

雲仙岳一帯で群発地震が始まり、眉山では局部的な崩壊もみられるようにな

った。このため、崩壊原因の究明と常時火山観測を要望する声がしだいに強

くなり、常時研究観測態勢の整備が社会的にも強く要請されるようになった。

理学部附属島原火山観測所は、このような情勢を背景として、1971 年 4 月、

正式に設置されることになったもので、翌 1972 年には研究棟 144m2が増築

され、観測機器も整備された。1974 年 3 月には、泉質の物理・化学的変化

によって雲仙火山活動の側面をとらえる目的で温泉観測井が掘削された。 

 1980 年に理学部に地震学講座が設置されると、その観測機関として島原火

山観測所の転換がはかられ、1984 年 4 月には島原地震火山観測所と名称を

変更した。この間、1981 年 8 月には、島原火山観測所本館鉄筋コンクリー

ト平屋建 280m2が竣工し、1986 年 2 月には、大牟田地区・熊本地区に島原

地震火山観測所の観測棟 12m2が竣工した。 
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理学部創立 50 周年 

 理学部では、1988（昭和 63）年 6 月 15 日の教授会で翌 1989 年 5 月に理

学部創立 50 周年記念式典を挙行する予定であることが報告された（「第 721

回教授会議事録」）。理学部創立 50 周年記念事業の具体案については、理学

部創立 50 周年記念事業会、実行委員会、記念誌発行委員会、式典等員会に

よって検討が進められた（「教授・助教授協議会議事録」1988 年 9 月 21 日）。

一方で記念事業募金も行われ、1988 年中には募金目標額の 1500 万円が集ま

った（「第 726 回教授会議事録」）。記念式典は翌 1989（平成元）年 5 月 13

日午後 1 時から挙行され、同日午後 2 時 40 分からは記念講演、午後 6 時か

らは記念祝賀会が開催された（「第 730 回教授会議事録」「第 731 回教授会議

事録」）。記念誌は『九州大学理学部創立五十周年記念誌』として 1989 年 4

月に刊行されている。 

 

（2）工学部の拡充 
 
情報工学科の設置 

 高度経済成長期に拡充された工学部は、1970 年代に入ると、大学院工学研

究科の独立専攻や大学院総合理工学研究科の設置によって改組再編が推し進

められ、その講座数も、1974（昭和 49）年の 132 講座を最高に、それ以後

は減少傾向を示すようになった（図 7-17 参照）。また学科によっては、時代

の変化とともにその性格を変え、学科そのものが大きく改組されるものも出

てきた。 

 通信工学科は、1945 年に電気工学科から分かれて設置された学科であった

が、電子計算機の進歩とともに、生体、機械およびそれらの複合系における

情報の変換・伝送・処理・保存・利用などを対象とする情報工学が急速に発

展し、こうした趨勢に対応するため、通信工学とコンピューター・サイエン

スを柱とする構想のもとに、1971 年 4 月に情報工学科に改組された。 
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 情報工学科は、当初の構想では、9 講座、学生定員 50 人であったが、1971

年 4 月に通信工学科 6 講座の振替、学生定員 40 人で発足し、翌 1972 年 5

月に情報工学第一（情報工学基礎）、1973 年 4 月に情報工学第八（計算機ソ

フトウエア）が増設されて 8 講座となった。1974 年 4 月には大学院工学研

究科の通信工学専攻が情報工学専攻に名称変更された。 

 その後、1979 年 4 月に、情報工学第二（情報回路学）が大学院総合理工

学研究科情報システム工学専攻の情報組織に振り替えられたため学科の改組

が行われ、情報工学第一（情報工学基礎）が同第一（情報基礎及び回路）、同

第三（情報系統論）が同第二（情報系統論）、同第四（波動情報工学）が同第

三（波動情報工学）、同第五（情報処理）が同第四（情報処理）、同第六（情

報機器）が同第五（情報機器）、同第七（情報素子）が同第六（情報素子）、

同第八（計算機ソフトウエア）が同第七（計算機ソフトウエア）にそれぞれ

改められた。 

1990（平成 2）年 6 月、情報工学科は、情報工学第一（情報回路及び基礎）、

情報工学第二（情報システム工学）、情報工学第三（波動情報工学）、情報工

学第四（情報処理）、情報工学第五（情報通信）、情報工学第六（計算機ソフ

トウエア）、知能システム工学第一（知能システム工学基礎）、知能システム

工学第三（ヒューマンインターフェース）、知能システム工学第四（知能情報

機械）の 9 講座に改組された。翌 1991 年 4 月には、情報工学科に知能シス

テム工学第二（知能処理アーキテクチャ）講座が増設された。さらに 1992

年 4 月には、情報工学科に知能システム工学第五（生体情報システム）講座

が増設された。 

 

資源工学科の設置 

1976（昭和 51）年 4 月には、採鉱学科が資源工学科に改組された。昭和

30 年代の石炭産業の衰退とともに、全国の大学では鉱山学科や採鉱学科の学

科名や学習内容の見直しが行われ、1964 年には東京大学と京都大学の鉱山学
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科がそれぞれ資源開発工学科と資源工学科に、1966 年には東北大学の鉱山工

学科が資源工学科に、1972 年には北海道大学の鉱山工学科が資源開発工学科

に改められた。 

 九州大学は旧帝国大学のなかでは最後まで採鉱学科という名称を残してい

たが、1973 年度の概算要求には、地熱工学、海洋環境工学、海底環境工学の

3 講座を加えて、8 講座からなる資源開発学科に改組する概算要求を提出し、

翌 1974 年度にも同様の要求を提出した。しかし、文部省は採鉱関係をその

ままにして海洋関係の講座を加えるのは問題があるとしてこれを除外し、地

熱工学を採鉱学科のまま要求した。その結果、1974 年 4 月に採鉱学第六（地

熱工学）が増設されて 6 講座となった。 

 採鉱学科はその後も学科の改組を要求し、1976 年 4 月に資源工学科と改

称された。従来の採鉱学六講座は、資源工学第一（開発工学）、同第二（開発

機械学）、同第三（資源処理工学）、同第四（応用地質学）、同第五（物理探査

学）、同第六（地熱工学）に名称変更された。1979 年 4 月には、大学院工学

研究科の鉱山工学専攻が資源工学専攻に名称変更された。 

 

建設都市工学科の設置 

 土木工学科は 1967（昭和 42）年に 6 講座となって以後講座数に変化はな

く、水工土木学科も 1966 年に 6 講座で完成をみて以後変化はなかったが、

1993（平成 5）年に土木工学科および水工土木学科は建設都市工学科に改組

された。建設都市工学科の講座は、都市システム計画学、交通システム工学、

建設振動工学、都市水圏システム工学、都市環境工学、構造解析学、建設設

計工学、建設材料システム工学、地盤工学、環境流体力学、流域システム工

学、沿岸海洋工学の 12 講座に改組された。 

 

機械工学科・知能機械工学科・機械エネルギー工学科の設置 

 機械工学科は、1964（昭和 39）年以降 9 講座で変化はなく、生産機械工
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学科も、1964 年に 6 講座で完成をみて以後、講座数に変化はなかったが、

1980 年に第六講座（表面精密加工）が同（精密表面加工）に名称変更された。

動力機械工学科は、1978 年に第三講座（水力機械）が大学院工学研究科エネ

ルギー変換工学専攻のエネルギー変換流動工学に振り替えられて 5 講座とな

り、第四以下の講座番号が 1 つずつ繰り上げられて、動力機械工学第四（空

気機械）が同第三（空気機械）、同第五（蒸気原動機）が同第四（蒸気原動機）、

同第六（内燃機関）が同第五（内燃機関）に名称変更された。 

1993（平成 5）年には、機械工学科、生産機械工学科、動力機械工学科が

機械工学科、知能機械工学科、機械エネルギー工学科に改組された。機械工

学科の講座は、機械力学、固体力学、材料強度学、機械材料学、精密加工学、

流動工学、応用熱力学、燃焼学、設計工学の 9 講座に改組された。固体力学

および材料強度学は、共通講座の材料力学第一および材料力学第二が振り替

えられたものであった。知能機械工学科の講座は、システム数理、システム

制御、メカトロニクス、流体制御、設計システム、材料加工学、加工システ

ムの 7 講座に、機械エネルギー工学科の講座は、流体工学、反応性ガス力学、

伝熱工学、熱エネルギー利用工学、エンジンシステム、蒸気動力システムの

6 講座に改組された。1994 年には、知能機械工学科に機械環境アメニティ講

座が、機械エネルギー工学科にトライボロジー講座が増設された。 

 

応用物質化学科の設置 

 応用化学科は、1975（昭和 50）年に応用化学第三（応用物理化学及び無

機合成化学）が大学院工学研究科材料開発工学専攻の機能無機材料工学に振

り替えられたため応用化学第六（化学反応工学）を同第三（化学反応工学）

とした。翌 1976 年には応用化学第五（高分子化学第二）が同じく材料開発

工学専攻の機能有機材料工学に振り替えられたため、4 講座となった。合成

化学科は、1960 年に 6 講座で完成をみて以後変化はなかった。 

1991（平成 3）年には、応用化学科および合成化学科が応用物質化学科に
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改組された。応用物質化学科の講座は、応用無機化学、応用有機化学、機能

物質化学、機能材料化学、応用分析化学、応用物理化学、量子物性化学、分

子機能設計学、人工酵素化学、分子システム設計学、分子情報システム学の

11 講座に改組された。応用分析化学は、共通講座の工業分析化学が振り替え

られたものであった。応用物質化学科には、1992 年に生体高分子化学講座が、

翌 1993 年に機能表面化学講座が増設された。 

 

材料工学科の設置 

 冶金学科は、1975（昭和 50）年に冶金学第一（非鉄冶金学及び電気冶金

学）が大学院工学研究科材料開発工学専攻の非晶質材料工学に振り替えられ

たが、鉄鋼冶金学科の鉄鋼冶金学第四（金属塑性加工）が冶金学第一（金属

塑性加工）に振り替られたため、講座数は 4 講座のまま変化はなかった。鉄

鋼冶金学科は、1975 年に鉄鋼冶金学科の第四（金属塑性加工）が冶金学第一

（金属塑性加工）に振り替えられ、翌 1976 年に鉄鋼冶金学第五（金属物性

論）が大学院工学研究科材料開発工学専攻の金属材料物性学に振り替えられ

たため 4 講座となり、鉄鋼冶金学第六（金属表面化学）が同第四（金属表面

化学）に改められた。 

1990（平成 2）年、冶金学科および鉄鋼冶金学科は材料工学科に改組され、

講座も材料工学第一（材料反応制御学）、材料工学第二（材料電気化学）、材

料工学第三（材料複合工学）、材料工学第四（材料変形工学）、材料工学第五

（材料物理化学）、材料工学第六（材料組織学）、材料工学第七（構造材料工

学）、材料工学第九（表面及び薄膜工学）の 8 講座に改組された。1991 年 4

月には、材料工学科に材料工学第八（機能材料工学）講座が増設された。1994

年には、大学院工学研究科の冶金学専攻が材料プロセス工学専攻に、鋼鉄冶

金学専攻が材料物性工学専攻にそれぞれ名称変更された。 
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船舶海洋システム工学科の設置 

 造船学科は 1970（昭和 45）年に 6 講座となって以降変化はなかったが、 

1992（平成 4）年に船舶海洋システム工学科に改組され、講座もシステム計

画学、船舶海洋流体工学、船舶海洋運動制御工学、機能システム工学、構造

システム工学、生産システム工学の 6 講座に改組された。 

 

講座の増設と振替 

電気工学科は、1977（昭和 52）年に電気工学第九（照明工学・電熱工学）

が大学院工学研究科エネルギー変換工学専攻の核エネルギー変換基礎工学に

振り替えられて 8 講座となった。その後、1990（平成 2）年に電気工学第一

（光・量子デバイス工学）、電気工学第二（機能素子工学）、電気工学第三（機

能システム工学）、電気工学第四（制御工学）、電気工学第五（プラズマ工学）、

電気工学第六（エネルギー変換機器工学）、電気工学第七（電子システム工学）

の 7 講座に改組された。 

電子工学科は、1962（昭和 37）年に 6 講座で完成をみて以後変化はなか

ったが、1990（平成 2）年に電子工学第一（電子回路工学）、電子工学第二

（電子計算機工学）、電子工学第三（電子計測工学）、電子工学第四（電子材

料物性工学）、電子工学第五（電子デバイス工学）の 5 講座に改組された。 

航空工学科も 1959（昭和 34）年に 6 講座で完成して以後変化はなかった

が、1992（平成 4）年に流体力学、強度振動学、推進エネルギー交換工学、

誘導・制御工学、飛行力学、軽構造システム工学の 6 講座に改組され、翌 1993

年に航行システム工学講座が増設された。 

建築学科は 1971（昭和 46）年に 9 講座となって以後、化学機械工学科も

1969 年に 7 講座となって以後講座数に変化はみられなかった。また、応用

原子核工学科も 1970 年に 6 講座で完成して以後変化はなかった。 

共通講座は、1965 年に 14 講座となったが、1977 年に応用原子核物理学

が大学院工学研究科エネルギー変換工学専攻の電離イオン工学に振り替えら
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れて 13 講座となった。1991（平成 3）年には工業分析化学講座が応用物質

化学科に、1993 年には材料力学第一および材料力学第二の 2 講座が機械工

学科に振り替えられた。翌 1994 年には、物質情報学（大講座）、化学環境工

学、図形情報学（大講座）の 3 講座および工業数学の学科目が増設された。

また、応用数学第一、応用数学第二、応用推計学の 3 講座は大学院数理学研

究科に振り替えられた。 

このように工学部では、1974（昭和 49）年に 18 学科、132 講座となって

以後、大学院工学研究科や大学院総合理工学研究科に振り替えられる講座が

相つぎ、講座数は 1975 年に 130 講座、1976 年に 128 講座、1977 年に 126

講座、1978 年に 125 講座、1979 年に 124 講座と毎年減少した。しかし、1991

（平成 3）年には再び 126 講座となり、翌 1992 年には 128 講座、1993 年に

は 130 講座、1994 年には 132 講座 1 学科目と毎年増加していった。また、

学生定員は、新制九州大学が発足した 1949（昭和 24）年には 260 人であっ

たが、1954 年に 280 人となってからは毎年のように増員され、1968 年には

710 人となり、1974 年には 720 人となった。その後 720 人の状態がしばら

く続いたが、1986 年には 20 人増員されて 740 人となった。さらに 1987 年

には 70 人増員されて 810 人となり、1990（平成 2）年には 840 人、1991

年には 860 人、1992 年には 870 人、1993 年には 900 人と毎年増員していっ

た。 

 

建物の整備 

 工学部の建物は、昭和 30 年代から 40 年代の前半までに大部分が建て替え

られたが、1974（昭和 49）年 10 月には九州大学土木系学科拡充費募金委員

会から工学部災害研究装置棟 673m2が寄付された。1978 年 7 月には合成化

学科工業分析化学教室 1300m2が竣工した。1984 年 12 月には、工学部五号

館（造船学教室および航空工学教室分館）7 階建 4158m2が竣工した。 

 こうしたなかで創設期以来の工学部の建物はつぎつぎと取り壊されていっ
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た。1969 年に材料強弱学教室が取り壊されて以後、大正時代に建てられた工

学部の赤煉瓦の建物として唯一残っていた造船学教室も 1983 年に取り壊さ

れ、工科大学創設時の 1911（明治 44）年 6 月に建てられた木造の工学部事

務室も、工学部創立 75 周年記念庭園建設のため、1985（昭和 60）年に取り

壊された。 

1986 年 8 月 30 日には、箱崎地区理系キャンパスに大型車両が入構しやす

いように工学部小松門が開設され、門衛所鉄筋コンクリート平屋建 25m2 が

竣工した。小松門は周辺道路の整備をまって 9 月 4 日から通行可能となった。

同日には学内から田中健藏学長、青木和男工学部長等、学外から福岡市東区

役所道路維持課長、福岡市交通局経理課長、同土木局道路計画課長、地元町

内会の世話人等、関係者多数が出席して、小松門開通式が開催された（『大学

広報』No.578、1986 年 8 月 23 日、p.3。『九大学報』No.1243、1986 年 10

月、p.28）。 

 
附属超伝導科学研究センター 

 1980（昭和 55）年 4 月、電子工学教室の超電導工学実験室として設立さ

れた超電導マグネット研究センターは、1983 年 4 月、文部省令第 9 号によ

って工学部附属超電導マグネット研究センターとして正式に設置された。核

融合炉用の超電導マグネット、超電導発電機等の産業用器機の開発のための

基礎研究を主な目的として設置されたもので、超電導マグネット内の電磁、

熱、機械的特性に関する研究をはじめ、大型・高磁界超電導マグネット用あ

るいは交流用の線材および導体の開発等の研究を行った。1981 年 8 月には

超電導工学実験室 1016m2が竣工した。 

1989（平成元）年 5 月、超電導マグネット研究センターの名称は、文部省

令第 24 号をもって超伝導マグネット研究センターに変更された。1993 年 4

月には文部省令第 17号をもって超伝導マグネット研究センターが廃止され、

超伝導科学研究センターが設置された。超伝導科学研究センターでは、他学
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科からの協力も得て、超伝導コイル内の電磁、熱、機械的特性に関する研究

をはじめとして、大型、高磁界超伝導コイル用、または交流用導体およびそ

の応用機器の開発、特性改善のための研究を行った。さらに一般の超伝導応

用の研究とともに、超伝導工学技術者・研究者養成を目的とする学生の教育・

研究指導も行った。 

 

附属地熱開発センター 

地熱開発センターは、1987（昭和 62）年 5 月、文部省令第 17 号をもって

生産科学研究所の地熱開発センターが廃止されることにより工学部に設置さ

れた。代替エネルギー源として重要な位置を占める地熱エネルギーを、発電

から直接熱利用まで種々の目的で利用するために、地熱資源の探査から利用

にいたるまでの一連の工学的研究を行った。とくに地熱流体生産に伴う地熱

貯留層の挙動、熱水の地下還元問題、土壌ガスを用いた地化学探査などが主

なテーマとなった。また、環境問題が注目されるなかで、地熱と関係の深い

火山からの噴気に起因する酸性雨問題にも取り組んだ。 

 

附属環境システム工学研究センター 

環境システム工学研究センターは、1988（昭和 63）年 4 月、文部省令第

13 号をもって設置された。同センターにおいては、人間と環境の変化を把

握・制御するためのシステムの構築、各種プロジェクトの策定に関わる環境

のシステム的評価方法の開発が行われた。さらに、未利用空間の新規利用に

関する工学的問題の解決と環境影響評価、環境と調和のとれた社会的基盤施

設のあり方等についても検討がすすめられた。センター発足後に取り上げら

れるようになった、地球規模の環境問題や大深度地下空間の利用に関わる問

題に対しても、環境システムの立場から研究が試みられた。 
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工学部創立 75 周年 

 1986（昭和 61）年は、工学部の創立 75 周年にあたっており、1981 年春

にはこれを機会に工学部の記念事業として国際学術交流資金を集める構想が

明らかにされた。同年 9 月 18 日、第 1 回の懇談会が開かれ、11 月 4 日には

準備委員会と幹事会が発足した。翌 1982 年 11 月 2 日、九州大学工学部創立

75 周年記念事業後援会が設立され、記念事業の概要と後援会会則、役員など

が承認された。 

 募金の目標額は当初、2～3 億円の計画であったが、実行に移る段階で 5

億円に改められた。募金期間は、1985 年 9 月末までの 3 年間で、初年度は

第 2 次オイルショックが尾を引いて低調であったが、2 年目以降は好況にな

って持ち直し、目標額 5 億円に対して法人 3 億 5458 万円、卒業生 1 億 0010

万円、教官 1844 万円、合計 4 億 7312 万円が寄せられ、この間の利息を加

えると 5 億を越える好成績であった。 

 記念事業としては、募金によって国際学術交流資金を作る以外に、記念会

館を建設することも検討されたが、学外に会館を建てて、これを維持してい

くことは困難なことから、見送られることになった。国際交流資金を目的と

したのは、研究レベルを国際水準に保ち、必要な人材を養成して、世界に貢

献することは大学の重要な使命の 1 つであり、そのための国際学術交流は工

学部においても、年々活発になっていたが、客観的には他分野あるいは民間

研究機関に比べると、工学部教官が海外に渡航する頻度は著しく少なく、と

くに経済的な問題から若年層の渡航が困難となっており、その改善が工学部

の活性化の根源をなすと考えられたからであった。 

 国際学術交流資金の運用は、毎年長期（1 年、40 歳以下）5 名、短期（約

1 週間、50 歳以下）22 名の工学部教官の海外渡航を援助するとともに、九

州大学を訪問する外国人研究者の経費と接待費を補助し、さらに年に 1 名、

海外から若手研究者を 1 年間招待することとし、基金約 4 億 3700 万円とそ

の利息を含めた約 6 億円を 15 年間で使い切る計画で、1986 年から実施され
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た。 

 このほか、記念事業としては、記念庭園の建設、記念写真集の刊行および

記念式典・祝賀会が行われた。記念庭園は、工学部本館と合成化学教室との

間にあった旧工学部事務室の跡地 4000m2に記念庭園が建設され、1986 年 2

月末に完成した。記念写真集は、1986 年 5 月に刊行された。記念式典・記

念祝賀会は、1986 年 5 月 4 日に九州大学創立 50 周年記念講堂において記念

式典が開かれ、夜はホテルニューオータニ博多において祝賀会が行われた。 

 
（3）農学部の拡充 
 
講座の増設 

 農学部は、1969（昭和 44）年以降、農学科 7 講座、農芸化学科 6 講座、

林学科 5 講座、水産学科 4 講座、農業工学科 6 講座、畜産学科 5 講座、農政

経済学科 4 講座、林産学科 4 講座、食糧化学工学科 6 講座の、9 学科・47 講

座の状態がしばらく続いたが、1973 年 4 月には農政経済学科に農産物流通

学、林産学科に高分子材料学が設置されて、それぞれ 5 講座となった。また、

1978年 4月には水産増殖環境学が増設されて水産学科は 5講座となり、1983

年 4 月には土壌微生物学が増設されて農芸化学科は 7 講座となって、農学部

全体では 51 講座となった。 

その後、1989（平成元）年 4 月には、大学院農学研究科に遺伝子資源工学

専攻の修士課程が設置された。同年 5 月には、農芸化学科の蚕糸化学講座が

廃止されて、大学院農学研究科の遺伝子資源工学専攻に遺伝子制御学、蛋白

質化学工学、細胞制御工学の 3 講座が新設された。1991 年 4 月には、大学

院農学研究科に遺伝子資源工学専攻の博士課程が設置された。 

 農学部の学生定員は、1949（昭和 24）年の 130 人が 1961 年まで続いたが、

翌 1962 年から定員が増加しはじめ、1973 年には 235 人となった。その後

235 人の状態がしばらく続いたが、1986 年には 10 人増員されて 245 人とな
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り、翌 1987 年にも 25 人増員されて 270 人となった。 

 

附属家蚕遺伝子実験施設 

 農学部の附属研究施設は、附属農場・附属演習林以外に、1944（昭和 19）

年に設置された水産実験所、1964 年に設置された生物的防除研究施設、1971

年に正式に農学部の附属研究施設となった彦山生物学実験所があったが、

1972（昭和 47）年 5 月には、文部省令第 19 号をもって家蚕遺伝子実験施設

が設置された。家蚕に関する遺伝的研究を実施し、その成果を実験動物的利

用に拡大して農学・生物学の発展に寄与するとともに、ジーンバンクとして

の系統の適格な維持を全うすることを目的に設置されたものである。設立当

初は農学部創設以来の田中式蚕室を使用していたが、1981 年 3 月、松原地

区に家蚕遺伝子実験施設 1207m2が竣工した。 

1987（昭和 62）年 5 月には、文部省令第 17 号をもって家蚕遺伝子実験施

設が廃止され、10 年の時限付きで遺伝子資源研究センターが設置された。 

 

建物の整備 

 農学部の建物は、1972（昭和 47）年に五号館が竣工して新築計画は一応

の完成をみたが、1975 年 7 月には旧農芸化学本館が改修され、1 階の一部に

セミハイレベル放射性同位元素実験室等、2 階に生物的防除研究施設、3 階

に演習林本部が移転し、1 階の大半は生活協同組合の食堂および購買部とな

った。 

 このほか、1973 年 4 月には財団法人日本豆類基金協会から、農学部ガラ

ス温室 129m2が寄付され、1984 年 2 月には農学部実験動物飼育室 144m2が

竣工した。 

 また、1983 年 10 月には、農林水産省農業総合研究所の機構改革に伴い九

州支所の施設、土地 935m2 および建物延べ 436m2、その他を農学部の実験

研究施設として所管換を受けた。 
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附属農場 

 附属農場は、作物・

果樹・温室・酪農・肉

畜・機械の 6 研究室お

よび調査室となってい

た研究部の組織を、

1976（昭和 51）年に

酪農と肉畜を統合し、

1979 年 6 月にはさら

に統合を進めて作物・

園芸・畜産の 3 部門に改組した。しかし、定員削減による運営上の打撃は大

きく、水稲品種保存は全面的に育種学教室に業務を移管し、畑作物の放棄、

単作化が進行した。 

 施設整備としては、畜産部門の充実がはかられ、牧草収穫機類の整備、肉

牛舎・タワーサイロの新設、肉加工用機器の購入が行われた。また、500 坪

ハウス窓の自動開閉化が実現し、ファイロンが更新されるなど、施設園芸の

充実がはかられた。果樹園では自動灌水装置（スプリンクラー）が設置され、

潅水および薬剤散布に利用されるようになった。1984 年 7 月には農場研究

実習棟 1458m2が竣工した。 

 

高原農場実験実習場 

 九州の約 3 分の 1 の面積を占める阿蘇・久住高原地域は、1960 年代から

国と県によって農業開発が強力に進められていたが、九州の高原地帯は火山

灰土壌地帯で急傾斜が多いため、その生産性の向上と永続性を確立するには、

耕地・草地・林地の生態系の特性とその潜在生産力を明らかにし、それぞれ

の立地条件にかなった技術体系を組み立て、それにもとづく総合的な土地利

用方式を確立することが必要となっていた。 

図 10-7 農学部附属農場（乳牛舎と放牧場） 
出典：『九州大学一覧 総括編』1974 年度。 
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 このため農学部は、1978（昭和 53）年以来、同地に動物生産学部門・植

物生産学部門・環境学部門・経営学部門の 4 部門からなる高原農業研究セン

ターの設置を計画してきたが、1981 年に至って、農学部附属農場高原農業実

験実習場として設置が認可された。1981 年 3 月、大分県から高原農業実験

実習場用地 16 万 8394m2を購入し、1982 年 6 月には本館の起工式が挙行さ

れた。翌 1983 年 3 月には本館・牛舎・気密サイロ・パドック等が完成し、

同年 6 月 9 日、開設記念式典が行われた。 

 

附属演習林 

1979（昭和 54）年 12 月、北海道地方演習林の研究管理棟鉄筋コンクリー

ト 2 階建 975m2 および同職員宿舎 246m2が竣工した。1950 年に建てられた

旧庁舎が手狭で老朽化したため、これを取り壊して新しく建てられたもので

ある。1985 年 10 月には、北海道地方演習林の林道として開拓道路 7761m2

を大蔵省（帯広財務事務所）から所管換を受け、翌 1986 年 1 月には北海道

地方演習林の一部 5701m2と足寄町道余地 5701m2とを等価交換した。 

 糟屋地方演習林では、1981 年 1 月に演習林用地 18 万 8601m2を福岡県篠

栗町に引き渡し、代わりに篠栗町から糟屋地方演習林用地 56 万 3682m2 を

取得した。1983 年 5 月には旧糟屋地方演習林事務所跡地 3304m2を糟屋郡篠

栗町に売却した。1993（平成 5）年 7 月には、糟屋地方演習林地区に演習林

の研究管理棟鉄筋コンクリート 2 階建 1350m2および宿泊施設棟鉄筋コンク

リート 2 階建 937m2が竣工した。 

 宮崎地方演習林では、1980（昭和 55）年 3 月に、熊本県人吉市から同市

相良町の球磨川縁りの文教関係施設用地 880m2を購入し、翌 1981 年 3 月に、

老朽化した同市南泉田町の人吉連絡所と職員宿舎にかえて、人吉連絡所庁舎

鉄筋 2 階建 133m2および同職員宿舎 64m2を建築した。1982 年 2 月には人

吉苗圃地 661m2を人吉市に譲渡し、翌 1983 年 3 月に人吉市から人吉連絡所

用地866m2を購入した。1984年2月には人吉連絡所材木育種実験温室129m2
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が竣工した。1992（平

成 4）年 3 月には、宮

崎地方演習林職員宿舎

鉄筋コンクリート 2 階

建 324m2が竣工した。 

 

 

 

 

農学部創立 50 周年 

 農学部は 1919（大正 8）年 2 月の勅令第 13 号によって設置された。しか

し学部としての実際の活動は、創立委員であった本田幸介教授が学部長に就

任し、本科 3 名・選科 4 名の学生が入学して授業が開始された 1921（大正

10）年からであり、1971（昭和 46）年はそれからちょうど満 50 年にあたっ

た。 

 農学部はこれを機に記念事業を行うこととし、1968 年 5 月の同窓会で創

立 50 周年記念事業準備委員会が結成された。1970 年 7 月には九州大学農学

部創立 50 周年記念会が設置されて、農学部と一体化した活動形態をとるよ

うになった。記念事業は、記念会館の建設、記念式典・祝賀会・講演会の開

催、記念出版、記念植樹が計画され、その費用は募金によってまかなうこと

とされた。募金目標額は 1500 万円であり、1971 年中に目標が達成された。 

 記念式典は、1971 年 10 月 18 日、九州大学創立五十周年記念講堂で挙行

された。午後には引き続いて記念講演会が行われ、夜には記念祝賀会が催さ

れた。翌 19 日には文科系大講義室において「自然の利用と保護」を統一テ

ーマに 4 つの講演とシンポジウムが開催され、旧農学部事務所跡において記

念植樹が行われた。記念出版は、『九州大学農学部五十年史』『農学部学芸雑

誌開学五十周年記念号』『記念講演集』の出版が企画され、『九州大学農学部

図 10-8 北海道地方演習林研究・管理棟 
出典：『九州大学一覧 総括編』1982 年度。 
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五十年史』は 10 月 18 日の記念式典当日に配布された。 

 記念会館は、1972 年に着工の予定であったが、春日原への全面移転問題が

起こったため中止され、全面移転断念後の 1974 年に農学部一号館の前に完

成し、同年 7 月九州大学農学部 50 周年記念会から寄付された。キオスク（あ

ずまや）風の平家建約 280m2の六角形の建物で、真中に 70 人が座れるホー

ルがあり、それを広いテラスが囲んだ。記念会館のまわりは緑地として約

4000m2 があてられ、樹林を周辺に配し、中央は小川の流れのある芝生の広

場となった。 

 

農学部創立 65 周年 

 1986（昭和 61）年 5 月 31 日、農学部創立 65 周年記念講演会「バイオル

ネッサンスと農学」が福岡市中央区天神の西日本新聞会館ビル 16 階で開催

された。この講演会を主催したのは農学部同窓会であった。講演会では、農

学部の卒業生で衆議院議員の山崎平八郎国土庁長官が挨拶に立った後、協和

醗酵工業株式会社の加藤幹夫社長による「21 世紀を開くバイオテクノロジ

ー」、王子製紙株式会社の田中文雄会長による「製紙工業とバイオテクノロジ

ーについて」、韓国農村振興庁の金
キム

寅 煥
イルファン

元長官による「韓国の農業発展と国

際協力」、日本長期信用銀行の酒井守頭取による「バイオ農業の産業及び経済

に与える影響について」と題した講演が行われた。講演会に引き続いて懇親

会も開催された（「第 981 回教授会議事録」「第 983 回教授会議事録」）。 
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第 3 節 医学系学部の拡充 
 
（1）医学部の拡充 
 
講座の増設 

 医学部は、1967（昭和 42）年に 32 講座となって以後、1973 年にウイル

ス学、1977 年に臨床薬理学、1979 年に小児外科学の 3 講座が増設されて 35

講座となった。1973 年のウイルス学講座の増設によって、それまでの細菌学

教室は、翌 1974 年から細菌学とウイルス学の両講座を合わせて微生物学教

室と称することになった。1989（平成元）年には麻酔学講座が麻酔・蘇生学

講座に名称変更された。1994 年には臨床検査医学講座が増設された。 

 医学部の学生定員は、新制九州大学が発足した 1949（昭和 24）年は 80

人であり、1950 年の薬学科の設置によって 120 人となった。1964 年に薬学

部が独立すると定員は 80 人に戻ったが、翌 1965 年には 20 人増えて 100 人

となり、1973 年には、さらに 20 名増えて 120 人となった。1989（平成元）

年には、将来の医師過剰への対応が求められるなかで定員は100人に戻った。 

 

附属動物実験施設 

各分野における動物実験が盛んになるにしたがい、データの整一性と再現

性が求められるようになり、動物実験の質、飼育環境条件、動物実験の手技、

方法の改善が要求されるようになった。このため、1956（昭和 31）年頃か

ら、全国の主要な大学に実験動物の繁殖供給施設が設置されるようになった。

九州大学では、1958 年に九州大学全体の共同利用施設として純系動物飼育場

が設置され、同年 9 月、薬理学教室の裏に 165m2の木造モルタル塗平屋が新

築された。1967 年には医学部地区の動物屍体と動物汚物を一括して焼却する

ため動物屍体・汚物焼却場が設置され、純系動物飼育場が管理することにな

った。 
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 こうした繁殖供給施設の設置によって、実験動物自体の遺伝的な質の向上

はみられるようになったが、これらの動物を受け入れて実験を行うための場

所はまだ十分に確保されていなかった。九州大学医学部では、この問題を解

決するため、1962 年から、動物実験施設設置の概算要求を行ってきた。1965

年には日本学術会議でもこの問題がとりあげられ、1967 年には学術奨励審議

会から「大学における動物実験の改善に関する報告」が答申された。文部省

はこれをうけて、各大学に動物実験施設を置く方針を立て、1970 年にはじめ

て東京大学医科学研究所に動物実験施設を設置した。 

 九州大学には、1973 年 4 月に医学部附属動物実験施設が設置され、1976

年 2 月に、動物実験施設 A 棟 6 階建 4794m2、同 B 棟 3 階建 1465m2が竣工

した。このうち、医学部附属動物実験施設が 6 分の 5 を使用し、残りの 6 分

の 1（2 階の一部 944m2）は純系動物飼育場が使用することになった。A 棟

は普通動物と呼ばれる従来からの動物と、感染および無菌動物（コンベンシ

ョナル動物）が、B 棟には SPF 動物と呼ばれる感染症を持たない動物が収容

され、A 棟と B 棟の間には焼却室と倉庫が置かれて、A 棟から B 棟への感染

の防止の役割を果たした。同年 6 月、各教室で飼育されていた動物の収容が

開始され、7 月 15 日には純系動物飼育場および医学部附属動物実験施設の開

設記念式典が行われた。飼育される動物は、マウスとラットを中心にハムス

ター、モルモット、ウサギ、イヌ、ネコ、サル、ヤギ、ブタなど約 1 万 6000

頭であり、建物の規模は京都大学の動物実験施設よりやや小さいが、動物の

収容能力では全国一となった。 

 

附属統合教育研究実習センターの設置 

医学部附属統合教育研究実習センターは 1988（昭和 63）年 4 月に設置さ

れ、旧医学部図書館の 2 階と 3 階の一部を仮の施設として開設された。統合

教育とは、講座がそれぞれ独立して行ってきた講義実習の内容を、人体とい

う一個体に全て関わるものとして、学生に体系的な知識として統合理解させ
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る教育を意味した。センターの機能としては、①学生自習の場、②機器の共

同利用による研究教育の効率化、③医学教育方法の改善、教育機材の開発に

関する調査研究、などが挙げられた。 

①については、各種解剖模型、正常および病理組織標本、コンピュータに

よる教育（CAI）用各種ソフト、救急疾患シミュレーター「DXTER」、心疾

患教育訓練用マネキン、各種生理系検査機器および AV 学習用ビデオソフト

が用意された。②については、まず病院地区の教育センター大型計算機端末

が統合教育研究実習センター内に移設された。③については、心電図自己学

習用装置の開発、救急疾患学習用 CAI ソフトの開発などが手掛けられた。 

1994（平成 6）年 3 月には、統合教育研究実習センター鉄筋コンクリート

3 階建 1019 m2が竣工した。 

 

附属病院の拡充 

 医学部附属病院の診療科は、1967（昭和 42）年に 20 診療科となって以後、

1973 年 4 月に心臓外科（附属心臓血管研究施設外科部門の診療科）、1976

年 10 月に小児外科が設置されて 22 診療科となり、この間、1974 年 4 月に

附属胸部疾患研究施設の移転に伴って、胸部疾患研究施設内科が呼吸器科に

名称変更されただけで大きな変化はなかった。また、1989（平成元）年 5 月

には麻酔科が麻酔科蘇生科に名称変更された。 

  これに対し、1967（昭和 42）年に「国立大学の医学部の附属病院及びそ

の分院に置く臨床検査等に関する部を定める訓令」（文部省訓令第 24 号）に

よって正式に設置された中央診療施設は、1969 年 4 月に集中治療部、1972

年 5 月に材料部、1974 年 4 月に病理部、1975 年 10 月に輸血部、1977 年 10

月に救急部、1978 年 10 月に分娩部、1979 年 10 月に冠動脈疾患治療部、1981

年 4 月に理学療法部、1982 年 4 月に医療情報部、1983 年 4 月に腎疾患治療

部、1984 年 4 月に腫瘍センターと、相次いで設置され、1970 年代以降にお

ける附属病院の拡充の中心となった。 
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 集中治療部は、1967

年 9 月 13 日の病院協

議会で設置が決定さ

れ、翌 1968 年 1 月に

手術部回復室の一隅で

予備的な診療を開始し

たのに始まる。同年 4

月からは外来棟 2 階で

専任看護婦 9 名を確保

して本格的診療が開始

され、1969 年 5 月の

文部省訓令第 14 号に

よって正式に設置された。 

 材料部は、1961 年 6 月に中央材料室として設置されたのに始まる。それ

まで注射器・点滴セット・衛生材料・器械などは各診療科ごとに消毒されて

いたが、これを 1 か所に集めて管理し、洗浄滅菌の能率化と、物的・人的な

らびに時間的節約をはかることを目的として設置されたもので、1962 年に看

護部が設置された時は、「中央材料室の業務は看護部の所掌とする」と定めら

れていた。中央棟が完成した 1965 年には、その 1 階に移転して中央診療部

の一角を占めることになり、病院中央化の急速な進展に伴って、1967 年 9

月 13 日の病院協議会で中央材料部に改組され、1972 年 5 月の文部省訓令第

17 号によって正式に材料部が設置された。 

 1974 年 4 月に設置された病理部は、それまで医学部の病理学教室で行わ

れていた病理解剖（剖検）と中央検査部の病理部門で行われていた手術標本

や試験切除標本の検査（生検）とを統合して行うために設置されたものであ

る。 

 輸血部は、1964 年 11 月 9 日の病院運営委員会ではじめてその設置が議題

 
図 10-9 医学部附属病院 
出典：『九州大学一覧 総括編』1978 年度より。 
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にあがり、1968 年 3 月に設置されたのに始まる。当時、血液の供給は福岡

県赤十字血液センターおよび商業血液銀行によって行われていたため、附属

病院における実際の血液取り扱い業務は、日本血液銀行に委託するかたちが

取られており、供給が赤十字血液センターに一本化された後も、医薬品配給

業者の血液配給センター九大出張所によって行われていた。しかし、1975

年 10 月に文部省訓令第 23 号によって輸血部が正式に設置されると、ただち

に血液型検査、輸血に問題となる血液型および B 型肝炎抗原のスクリーニン

グとともに、献血者と受血者の血液の交差適合試験が行われるようになった。 

 救急部は 1977 年 10 月に文部省訓令第 34 号によって設置されたが、独立

して運営することは困難なため、集中治療部と合わせて運営されることにな

った。 

 1978 年 10 月に設置された分娩部は、それまで産婦人科が果たしていた機

能のうち、外来業務の一部を加えた入院後の妊産婦の取り扱いのすべての診

療業務を行うことになった。1989（平成元）年 5 月には分娩部が廃止され、

周産母子センターが設置された。 

 1979（昭和 54）年 10 月に設置された冠動脈疾患治療部は、循環器内科と

心臓外科が一体となって心臓病患者の救命にあたるもので、集中治療を必要

とする心臓病患者、とくに急性心筋梗塞患者の治療を効果的に行うために設

置された。 

 理学療法部は、1963 年 12 月の病院協議会で設置が検討され、翌 1964 年

2 月にリハビリテーション部として設置されたが、このときには発足に至ら

ず、実際には 1969 年 4 月に発足した。発足当時は、旧整形外科棟に物理療

法室として存在し、主に整形外科の入院・外来患者および神経内科・内科・

小児科等の患者の治療が行われていた。1970 年 5 月に外来診療棟に移転し、

1981 年 4 月、文部省訓令第 13 号によって正式に設置された。1991（平成 3）

年 4 月には理学療法部が廃止され、リハビリテーション部が増設された。 

 医療情報部は、1974（昭和 49）年 4 月に医療情報室として附属病院外来 2
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階の会議室に開設され、1975 年 2 月に IBM システム 370 モデル 115 を中心

とする電子計算機が設置された。その後も年次計画に従って着実にシステム

の拡充をはかり、1982 年 4 月に文部省訓令第 9 号をもって正式に医療情報

部として設置された。 

 1983 年 4 月、文部省訓令第 8 号をもって設置された腎疾患治療部は、末

期腎不全患者の透析導入、急性腎不全の治療、腎移植などの内科的および外

科的治療を行うために設置された。 

 1984 年 4 月、文部省訓令第 9 号をもって設置された腫瘍センターは、癌

患者について全診療科の情報を電子計算機で集中管理し、それまで内科・外

科・放射線科など各科ごとにバラバラに行われていた癌研究体制の欠点を補

い、あわせて癌患者を長期的に観察することによって、癌の研究・治療に役

立てようというものであり、1985 年 3 月には腫瘍センター554m2 が完成し

た。 

1987 年 5 月、文部省訓令第 13 号をもって設置された総合診療部は、病院

診療科としての内科の統合分化の第一歩、近い将来の附属病院新築のための

重要なステップとして新設された。具体的には、従来の内科の教育と診療面

を、内科学会専門医制度で取り上げている分野（消化器、循環器、内分泌代

謝、腎・尿路、呼吸器、血液、神経、アレルギー・膠原病、感染症等）を中

心に、九州大学の現状を加味した 9～10 の subspeciality に分け、教育と診

療に関する責任分担を定めて相互に尊重し、協力すること、また、極力重複

を避けることにより、講座の枠を越えた共同研究を促進し、カルテの統一等

を可能にして附属病院の診療レベルとサービスの向上、臨床研究の活性化に

努めることなどが計画された（「第 1217 教授会記録」「第 1218 教授会記録」）。 

 

看護部の設置 

 1976（昭和 51）年 5 月 10 日、文部省令第 18 号によって「国立学校設置

法施行規則」が改正され、医学部附属病院に看護部および看護部長が置かれ
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ることになった。これよりさき九州大学医学部附属病院では、1962（昭和

37）年に文部省令第 17 号によって「国立学校設置法施行規則」が改正され、

医学部附属病院に総看護婦長が置かれることになったのをうけて、同年 3 月

20 日に「医学部附属病院規則」を改正し、附属病院に看護部を設置して総看

護婦長を置いていたが、これによって正式に看護部が設置されることになり、

総看護婦長が看護部長に改められたのである。 

 各科の看護婦長は創設以来病棟に住み込むことが慣例となっていたが、

1965 年 4 月には、3 階建計 21 室の看護婦長宿舎が増築され、各科看護婦長

の住居が寄宿舎に移転した。これによって 1966 年 5 月には、看護婦長の病

棟住み込み制度が廃止された。これに伴い、夜間看護業務管理体制の必要性

から、専任の夜間勤務看護婦長制が取られたが、1974 年 4 月からは各科看

護婦長の輪番制に変更し、3 交替の夜勤体制となった。また診療体制の中央

化に伴い、1966 年 4 月にはそれまで兼任であった副総看護婦長を専任とし、

看護部門の充実がはかられた。 

 

無給医の廃止 

 戦後の医療制度の大きな問題であり、大学紛争発生の主要な原因ともなっ

たインターン制度は、1968（昭和 43）年 5 月に廃止されて臨床研修制度に

改められた（法律第 47 号）。一方、同年 3 月には無給医に診療協力謝礼金を

支給する臨床研究生（1969 年に臨床研究医と改める）制度も発足したが、謝

礼金が低額で、受給者も予算の関係からきわめて限られていたことから、謝

礼金の受給拒否が相つぎ、臨床研究生（医）制度は各大学とも有名無実とな

っていた。 

 このため文部省は、1970 年 4 月から臨床研究医制度（診療協力謝礼金制

度）を廃止して、臨床研究医の中から一定の人員を有給の非常勤医師（医員）

として採用する非常勤医師制度を実施することにした。これをうけて医学部

附属病院では、無給医を対象に非常勤医師の募集を行い、69 人を非常勤医師
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として採用した。九州大学の非常勤医師の予算の枠は 180 人であったが、と

りあえず 69 人を採用し、残りは副手または卒業したばかりの臨床研修医 115

人の中から追加採用することにしたのである。医員には月 4 万 2500 円の給

与が支給され、臨床研修医にはこれまでどおり協力謝礼金月 3 万 1500 円が

支給されたが、この枠からはみ出した無給医は従来どおり副手に採用された。

副手は新規採用の 47 人を含めて 312 人であった。 

 一方、1970 年 3 月には、「九州大学医学部附属病院副手規程」が改正され、

同規則を 2 年後の 1972 年 3 月 31 日限りで廃止することになった。これは、

非常勤医師制度の実施によって診療面における要員としての位置づけが明確

にされたため、無給医師の発生源であり法制上存在しない副手制度を廃止し

ようとしたものであった。しかし、1972 年 3 月 31 日まで任期を有する副手

が在職し、また医師国家試験を遅れて受験したため新制度にもとづく身分を

取得できない者があったため、その救済をもあわせて 2 年後に廃止すること

にしたのである。1972 年 3 月、「医学部附属病院副手規程」が廃止され、副

手制度が廃止された。この間、1971 年 1 月には、臨床研修医および医員の

職名が医員に統一された。 

 

医学部建物の整備 

 附属病院建物の改築は、昭和 30 年代から病棟の建築を中心に進められて

いったが、1967（昭和 42）年 11 月には、外来診療棟（第 1 期）鉄筋コンク

リート 3 階建 1 万 0097m2、病棟附属室および講義室鉄筋コンクリート 5 階

建 3833m2 が完成し、胸部疾患施設内科を除く 19 診療科のうち小児科・皮

膚科・耳鼻咽喉科・外科系など 12 科が移転した。1970 年 1 月には、第 1 期

工事の南側に外来診療棟（第 2 期工事）鉄筋コンクリート 3 階建 9877m2の

増築が完成し、内科系の 6 科（第一・第二・第三・心療・神経・循環器）と

整形外科および薬剤部等が移転した。1972 年 1 月には放射性同位元素実験

センター669m2が完成し、同年 3 月には東病棟鉄筋コンクリート 9 階建 1 万
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6408m2の増築およびボイラー棟 949m2が完成した。生の松原にあった胸部

疾患研究施設は、1973 年 8 月に医学部キャンパスに移転し、同年 11 月には

生の松原分院が取り壊された。 

 1975 年 2 月には臨床研究棟 A 棟鉄筋コンクリート 6 階建 5828m2が完成

し、翌 1976 年 3 月には臨床研究棟 A 棟と翌年に建設が予定されていた同 B

棟の予定地との間に病理解剖室鉄筋コンクリート平屋建 441m2が完成した。

1977 年 12 月には、臨床研究棟 B 棟鉄筋コンクリート 6 階建 6874m2が完成

し、それまで構内にバラバラに建っていた臨床系の研究室は翌 1978 年 3 月

までに移転を完了した。 

 この間、1970 年 6 月には、医学部構内の西側すみにあった遺体焼却所が

廃止された。同年 7 月には看護婦寄宿舎、8 月には薬局、11 月には小児科教

室と婦人科教室が取り壊され、翌 1971 年 3 月には薬理学教室が取り壊され

た。1973 年 4 月には附属病院内科共同伝染病棟、翌 1974 年 1 月には学生控

所、病理学教室、純系動物舎、1975 年 4 月には婦人科産科教室、附属診療

放射線技師学校等、翌 1976 年 3 月には皮膚科泌尿器科、耳鼻咽喉科等、同

年 11 月には病理学および解剖学教室が取り壊された。 

 臨床系の建物の改築に目途がついた 1973 年から、基礎系の建物の改修が

始められ、1974 年 2 月には、法医・衛生・細菌学教室の全面改修が完了し

た。旧内科建物は、1978 年度に全面改修が行われ、翌 1979 年末に解剖学、

生理学、生化学および薬理学の各教室が移転して、基礎研究 A 棟と称するよ

うになった。これに伴い、法医・衛生・細菌学教室の建物は基礎研究 B 棟と

称するようになった。基礎系のうち病理学教室は附属病院との関連から 1978

年 2 月に臨床研究棟 B 棟 1 階に移転した。 

 1978 年 3 月には東病棟別館鉄筋コンクリート 2 階建 1103m2が完成し、

1981 年 9 月には臨床研究棟 500m2増築が完成した。さらに 1983 年 3 月に

は医療用小型サイクロトロン室鉄筋コンクリート 2 階建 601m2 が竣工し、

1985 年 1 月には臨床研究棟 3685m2が竣工した。 
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 なお、1976 年には解剖学教室講堂が移転保存された。解剖学教室講堂は、

1903（明治 36）年 9 月の福岡医科大学の授業開始に間に合わせるために建

てられた木造階段教室で、それまでの場所から 50m 離れた緑地に移転のう

え保存されることになった。維持・管理には医学部同窓会があたり、同窓会

の会合や講演会の会場として使用されることになった。 

 

医学部創立 75 周年 

 医学部創立 75 周年記念事業については、1973（昭和 48）年の創立 70 周

年記念行事立案時に、25 周年・50 周年と同じく 75 周年記念事業を行うこと

が医学部同窓会で了解されていたが、1975 年 11 月の同窓会の幹事会で医学

部創立 75 周年記念事業を 3 年後に行うことがあらためて了解された。医学

部教授会もこれを了承し、11 月 22 日の同窓会評議員会において、75 周年記

念式典、九州大学医学部 75 年史の編纂、中央講堂の改修整備、医学部構内

の庭園整備を内容とする記念事業を行うことが決定された。 

 1977 年 5 月、九州大学医学部創立 75 周年記念事業後援会が発足し、1978

年には記念事業のための募金も最初の目標額 1 億 5000 万円をかなり上回る

に至った。このため事業計画の追加が立案され、1978 年 10 月には新たに小

講堂を建築することが承認された。 

 1978 年 11 月 25 日の記念式典は、午前 11 時から移設された旧解剖学講堂

で医学部同窓会の評議員会が行われ、午後 1 時から改装成った医学部中央講

堂で記念式典、記念講演会および記念祝賀会が催された。九州大学医学部『七

十五年史』は、1979 年 6 月に『二十五年史』および『五十年史』にならっ

て編集出版された。 

 医学部中央講堂は、1937 年に建築されたものであったが、座席が窮屈で使

用しにくく、老朽化するとともに暖房設備も使用不能となっていた。このた

め、約 800席あった座席を515席としてゆったりと使いやすくするとともに、

冷暖房の設備を完全に改修し、音響装置も完備して学術集会などにも使用で
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きるように改められることになり、1978 年 7 月に改修に着工し、同年 11 月

15 日に完成、引き渡された。 

 記念庭園は、附属病院外来棟前の旧耳鼻咽喉科・皮膚科泌尿器科跡地に作

られた。広さ 6033m2 を有し、2 年余の工期をかけて 1978 年 10 月に完成し

た。日本の伝統を基調とし、形式は江戸中期の作風である光琳模様の曲線美

が取り入れられている。1980 年 8 月には九州大学医学部創立 75 周年記念庭

園に対するミレス「神の手」彫刻寄贈後援会より、記念庭園内にスウェーデ

ンの彫刻家カール・ミレス（Carl Milles）の「神の手」彫刻像が寄付された。 

 小講堂の建築は、九州大学同窓会館の裏に約 200 席の講堂を建築し、同窓

会館と有機的・能率的に連絡して、学術集会等に使用しようというもので、

1979 年秋に完成し、翌 1980 年 2 月 2 日、九州大学医学部創立 75 周年記念

事業後援会から、同窓会館附属集会所 261m2が寄付された。 

 
（2）歯学部の拡充 
 
講座の増設と附属病院の拡充 

 歯学部は、1971（昭和 46）年に 15 講座で一応の完成をみたが、その後大

学設置審議会の勧告と歯学部設置基準の改正に伴って 18講座が必須となり、

1976 年 5 月に歯科放射線学、翌 1977 年 4 月に口腔外科学第二、1978 年 4

月に小児歯科学と、毎年講座が増設されて 18 講座となった。1 学年の学生定

員も、創設以来 40 人であったが、1976 年度からは 20 人増員されて 60 人と

なり、翌 1977 年度にはさらに 20 人増員されて 80 人となった。1987 年度に

は、将来の歯科医師過剰への対応が求められるなかで定員は 60 人に戻った。 

1974 年 4 月には大学院歯学研究科が設置された。大学院歯学研究科は博

士課程のみで、修業年限は 4 か年、歯学基礎系および歯学臨床系の 2 専攻に

分かれている。 

 歯学部附属病院の診療科は、1971 年に 7 診療科で一応の完成をみたが、



第 3 章 学部・大学院の拡充 

537 

1976 年 10 月に歯科放

射線科、翌 1977 年 10

月に第二口腔外科、

1978 年 10 月に小児歯

科が増設された。 

 この間、附属病院の

副手制度が廃止された

ため、1974 年 6 月 4

日の評議会で「九州大

学歯学部附属病院副手

規則」の廃止が承認され、4 月 1 日から適用された。1976 年 5 月 10 日には、

歯学部附属病院に看護部および看護部長が設置され、それまでの総看護婦長

は廃止された。1985 年 4 月には、歯学部附属病院事務部は歯学部事務部と

統合され、歯学部事務部に事務部長、総務課および業務課が置かれることに

なった。 

1988 年 4 月には、歯学部附属病院の診療科に歯科麻酔科が増設された。

1993（平成 5）年 4 月には、特殊診療施設として特殊歯科総合治療部が設置

された。 

 

歯学部建物の整備 

 歯学部臨床研究棟は、医学部旧第一外科棟を使用していたが、1976（昭和

51）年からの 3 講座増設に伴って歯学部の建築計画を一新する方針が打ち出

され、1979 年 3 月に、旧第一外科棟および旧整形外科棟の一部を撤去して、

本館（第 3 期）および学生実習棟（講義棟）5 階建 4977m2、歯学部附属病

院外来診療棟および病棟 2250m2（附属病院の増設部分）が竣工した。1981

年 3 月には臨床研究棟として旧医学部整形外科棟の改修が完成した。 

 

図 10-10 歯学部附属病院 
出典：『九州大学一覧 総括編』1978 年度。 
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（3）薬学部の拡充 
 
講座の動向と薬学部本館の増築 

 薬学部は、1967（昭和 42）年に薬学科 7 講座・製薬化学科 6 講座の合計

13 講座で一応の完成をみて以後、講座数に変化はなかったが、1974 年 4 月

に、薬学科の薬品製造工学、薬化学、薬品製造化学の 3 講座が製薬化学科に

移され、製薬化学科の生理化学、薬品作用学、微生物薬品化学の 3 講座が薬

学科に移された。その際、薬品作用学が薬理学に改められた。1976 年 5 月

には衛生裁判化学が衛生化学・裁判化学に名称変更された。 

1992（平成 4）年 4 月には、医薬品の進歩と多様化、医療環境の変化、高

齢化社会を迎えたことによる疾病構造の変化に伴い、基礎薬学と臨床医学の

接点に位置した新しい学問分野を構築する必要から、大学院薬学研究科に医

療薬学専攻修士課程が設置され、薬物動態学、免疫薬品学の 2 講座が設置さ

れた。薬学研究科の免疫薬品学は、薬学部の薬品製造工学が振り替えられた

ものであった。1994 年 4 月には医療薬学専攻の博士課程が設置された。 

薬学部の学生定員は 1964（昭和 39）年に医学部から独立して以来 80 人で

変化はなかった。 

1972 年 3 月、薬学部本館管理棟の 3 階部分 279m2の増築が完成し、4 月

25 日、薬学部新館完成記念事業会から寄付を受けた。 

 

附属薬用植物園 

 薬用植物園は、薬学関係学部設置基準要項にも附属施設として設置が定め

られており、九州大学では、1950（昭和 25）年に医学部薬学科として創設

されて間もなく、薬草の生きた標本の保存ならびに栽培研究のため、空地を

利用して 250 坪（約 826m2）の第一薬草園および 150 坪（約 496m2）の第

二薬草園が設けられた。1967 年の新校舎移転に際しても、敷地の一部が薬草

園として整備されたが、病院地区においては、研究圃場を設置する余地はな
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く、もっぱら標本園として維持されるだけで、研究圃場としては農学部附属

農場の一部を借用しなければならなかった。 

 このため 1967 年に学内措置として農学部附属演習林糟屋地方演習林内に

薬用植物園の設置が認められ、各年度にわたって逐次整備が進められた結果、

1970 年に一応の完成をみた。その後、1974（昭和 49）年 4 月に、文部省令

第 13 号によって正式に薬学部附属薬用植物園が設置された。薬用植物園（通

称薬草園）は、総面積約 2.7ha で、そのうち約 5000m2が整地され、研究管

理棟・温室・見本園・試験圃場・湿地湧池などが設けられて、内外の薬草・

薬木約 1000 種が栽培された。 

 
 
第 4 節 医療技術短期大学部の設置 
 
（1）医学部附属の諸学校 
 

 九州大学には看護婦を養成する看護学校や助産婦を養成する助産婦学校

等、医師と協力して治療にあたる医療技術者の養成のための諸学校が古くか

ら設けられていた。 

 看護学校は、1895（明治 28）年 10 月に福岡県立病院が看護婦見習生のた

めの教育を開始したときに始まる。1903 年 4 月に京都帝国大学福岡医科大

学が福岡県立病院を母体として発足すると、看護婦教育もこれを引き継いだ

が、当時は看護婦養成に対する国家としての方針は示されておらず、制度上

の統一もなかった。このため同年 6 月、附属医院は独自の立場で「看護婦養

成科規則」を制定し、翌 1904 年 3 月には「看護婦養成科細則」を制定して、

看護婦の養成にあたった。養成期間は 2 か年、入学資格は 16 歳以上 35 歳以

下の者で、のちには高等小学校卒業が条件となった。生徒は寄宿舎に寄宿し、

食事および日給を給与されるかわりに卒業後 1 年間（のち 2 年間）附属医院
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で勤務する義務があった。生徒の募集は、当初は年 1 回であったが、1912

年からは春秋 2 回行われるようになった。この間、1910 年 1 月に、看護婦

養成科を看護員養成科に改めた。1915（大正 4）年 6 月、内務省令第 9 号に

よって、日本ではじめての「看護婦規則」が公布されると、九州帝国大学医

科大学はこれを勘案して「看護員養成科規則」を改正し、翌 1916 年 4 月、

福岡県知事から正式に看護員養成所としての指定を受けた。 

 1945（昭和 20）年 4 月、看護員養成科は厚生女学部に改められ、看護婦

としての教育と同時に高等普通教育が施されて、高等女学校卒業と同等の資

格が与えられることになった。1947（昭和 22）年 7 月、医療関係の業務に

従事する女子の資質を向上させることを目的として「保健婦助産婦看護婦令」

（政令第 124 号）が公布され、翌 1948（昭和 23）年 7 月には「保健婦助産

婦看護婦法」（法律第 203 号）が公布されて、保健婦・助産婦・甲種看護婦

の学歴を大学卒業程度とし、国家試験によって資格が与えられることになっ

た。このため、甲種看護婦学校として指定を受けるまでの暫定措置として、

1948 年 4 月に厚生女学部に専攻科が設けられた。1950 年 4 月、文部省告示

第 24 号をもって正式に甲種看護学校としての指定を受け、九州大学看護学

校が発足した。看護学校の修業年限は 3 か年、入学資格は高等学校卒業者と

なっていた。また、このとき専用教室 2 室が新築落成し、附属医学専門部の

一部と合わせて 3 教室となった。その後、1952 年 3 月に附属医学専門部が

廃止されると、その本館が看護学校に移管され、諸設備も備わって看護学校

としての態勢が整った。厚生女学部は旧看護婦規則の廃止に伴い、1951 年 3

月 31 日限りで自然廃止となった。 

 助産婦学校は、1913（大正 2）年 4 月、九州帝国大学医科大学附属医院に

産婆養成科が新設され、産婦人科教室内で教育が開始されたのに始まる。修

業年限は 2 か年、入学資格は高等小学校を卒業した 18 歳以上の者で、入学

試験に合格した者となっていた。1948（昭和 23）年 7 月、「保健婦助産婦看

護婦法」が公布され、産婆の名称が公式に助産婦に改められると同時に、助
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産婦制度の根本的な改革が行われたため、1950 年 4 月には名称を九州大学

助産婦学校と改め、学則の全面的改正を申請して、翌 1951 年 2 月に許可さ

れた。1952（昭和 27）年 3 月 31 日、法律第 22 号をもって「国立学校設置

法」が改正され、4 月 1 日から新制度による九州大学医学部附属助産婦学校

が発足し、5 月から旧医学専門部の建物で教育を開始した。修業年限は 1 か

年、入学資格は 3 か年の看護学校を卒業した者となっていた。 

 1954（昭和 29）年 3 月 31 日、文部省令第 6 号をもって「国立学校設置法

施行規則」が改正され、医学部の附属施設として診療エックス線技師学校が

設置された。診療エックス線技師学校は、放射線機器の複雑多様化に対応し

て、「診療エックス線技師法」（昭和 26 年法律第 226 号）第 20 条第 1 号の規

定による診療エックス線技師の養成を目的として設置された 2 年修了課程の

学校で、定員は 1 学年 20 名であった。当初は法医学教室の地下室が専用教

室にあてられていたが、1955 年 8 月に看護学校の南側に隣接して 108 坪（約

357m2）の新校舎が落成し、学校としての形態を整えた。1965 年 4 月には診

療エックス線技師学校に専攻科が設けられ、1969 年 4 月には名称が診療放

射線技師学校に改められた。 

 衛生検査技師学校は、1960（昭和 35）年 4 月、「国立学校設置法施行規則」

の改正（文部省令第 6 号）によって、医学部の附属施設として設置された。

同校は、臨床検査法の長足の進歩に対応して、「衛生検査技師法」（昭和 33

年法律第 76 号）第 15 条第 1 号の規定による衛生検査技師の養成を目的とし

て設置された 2 年修了課程の学校で、定員は 1 学年 20 名であった。教室・

実験室等は、内科建物の地下室を改装してこれにあてられた。 

 
（2）医療技術短期大学部の設置 
 

 1960 年代には、医療施設の増加や国民皆保険の達成等による受診患者数の

増大によって看護要員に対する需要は著しく増大した。また、一方では医療
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技術の向上に伴って看護業務もしだいに複雑高度化の方向をたどり、看護要

員の量的確保とその資質の向上が大きな問題とされるようになってきた。 

 こうした状況のなかで、1959（昭和 34）年 5 月、厚生大臣は医療制度調

査会に医療制度全般についての改善の基本方策に関する諮問を行った。この

諮問に対する答申は、1963 年 3 月に出されたが、看護教育については、看

護教育の機関を学校教育法上の学校（大学・短大・高専・高校）とする方策

の検討、教育機関における専任教員および臨床指導者の確保対策の強化を提

言し、診療エックス線技師・衛生検査技師についても、将来の需要の増大に

対処する方策の必要性を指摘していた。さらに 1964 年 4 月には、厚生省は

看護制度に関して有識者の意見を聴く会を設け、その意見を受けて国立看護

大学の設置が計画された。 

 こうした動きのなかで、九州大学においても看護短期大学の設置が検討さ

れ、1964 年度の概算要求において九州大学附置看護短期大学の設置を要求す

るとともに、診療エックス線技師学校も学年を 1 年延長して 3 年制にするこ

とを要求した。1964 年 9 月には看護短期大学設立準備委員会が設けられ、

1965 年度・1966 年度と看護短期大学設置の要求が続けられたが、1967 年度

の概算要求では、看護短期大学を改めて診療エックス線技師学校と衛生検査

技師学校を包含した衛生技術総合短期大学として要求が行われた。 

 1967 年 6 月、大阪大学に看護科・診療放射線科・衛生技術科からなる、

日本ではじめての医療技術短期大学部が設置された。同年 7 月には九州大学

でも医学部に医療技術短期大学部設立準備委員会が発足し、1968 年度の概算

要求において医療技術短期大学部の設置が要求された。その結果、1971 年度

から九州大学に医療技術短期大学部を設置することが決定され、同年 1 月 19

日の部局長会議において九州大学医療技術短期大学部創設準備委員会が設置

され、2 月 1 日には九州大学医療技術短期大学部創設準備室が医学部中央事

務室 3 階（第一会議室）に開設された。 

 1971（昭和 46）年 3 月 31 日、法律第 23 号をもって「国立学校設置法」
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の一部が改正され、4

月 1 日より九州大学医

療技術短期大学部が九

州大学に併設された

（資料編Ⅱ－ 566、

pp.878- 879）。大阪大

学についで全国で 2 番

目に設立された医療技

術短期大学部であり、

医学の進歩と医療概念の拡大に伴い、看護、診療放射線および衛生検査に必

要な医療技術について、高度の理論と技能を教授研究し、国民の保健衛生の

向上に寄与することのできる技術者を育成することを目的として設置された

ものである。同日、九州大学長池田數好が学長に、医学部教授和佐野武雄が

主事に任じられた。 

 九州大学医療技術短期大学部は、それまでの医学部附属の看護学校・診療

放射線技師学校・衛生検査技師学校を基盤として設立されたもので、看護科・

診療放射線技術科・衛生技術科の 3 学科が置かれ、1 学年の学生定員は、看

護科 80 人・診療放射線技術科 40 人・衛生技術科 40 人、修業年限は 3 か年

となっていた（資料編Ⅱ－568、pp.879-880）。入学願書は 3 月 16 日から 25

日まで受け付けられ、4 月 2・3 日の両日に学力検査と健康診断が行われて、

同月 12 日に合格者発表が行われた。授業は 4 月末から開始され、5 月 15 日

に開学記念式が医学部中央講堂で行われた。 

 設立当初は旧附属学校・旧内科病棟・旧心療内科病棟を分散使用して講義・

実験実習・研究が行われたが、1972 年 11 月に医学部基礎研究 B 棟の隣に実

験実習棟 4 階建 3011m2が竣工し、1977 年 11 月に本館および講義棟 5 階建

3731m2、1981 年 2 月に本館増築 408m2が竣工して建物の整備は一応完成し

た。また 1974 年 3 月には、堅粕地区および医療技術短期大学部体育館 2 階

図 10-11 医療技術短期大学部校舎（1977 年竣工） 
出典：『九州大学医療技術短期大学部閉学記念誌』（2006 年）
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建 2151m2が竣工した。 

 看護学校・診療放射線技

師学校・衛生検査技師学校

は、それぞれの在学者が卒

業するまで存続し、衛生検

査技師学校は 1972 年 3 月

31 日に、看護学校と診療放

射線技師学校は 1973 年 3

月 31 日にそれぞれ廃止さ

れた。 

  1976 年 4 月には、看護

科・診療放射線技術科・衛

生技術科の名称が、それぞれ看護学科・診療放射線技術学科・衛生技術学科

に改称された。1978 年 4 月には専攻科助産学特別専攻（定員 20 人）が設置

され、助産婦学校は同年 3 月 31 日をもって廃止された。 

 医療技術短期大学部は、その後の医療技術の急速な進歩とその機能的、構

造的変革によって 3 年制短期大学による医療技術者教育の限界を認めざるを

得ない状況になっており、1984 年以降、医療技術短期大学部の将来構想とし

て、4 年制学部による高度な医療技術者の教育と研究機関設立の検討が重ね

られていった。 

 

（3）医療技術短期大学部創立 20 周年 

 

医療技術短期大学部では、1988（昭和 63）年 4 月 13 日の教授会において、

1991（平成 3）年 3 月で同学部創立 20 年を迎えることから、記念事業を実

施するため「短大創立 20 周年記念事業検討委員会」を設置することになっ

た。同年 12 月 21 日には、「医療技術短期大学部創立 20 周年記念事業会会則」

図 10-12 看護実習 
出典：『九州大学医療技術短期大学部閉学記念誌』

（2006 年） 
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が定められ、同会が設けられた。同会には、①記念事業の実施方針および実

施計画の推進ならびに運営に運営に関する事項を審議するため、記念事業検

討委員会が、②募金活動の実施計画および推進ならびに寄付金の経理に関す

る事項を審議するため、記念事業募金委員会が、③創立 20 年記念誌の編集

に関する事項を審議するため、記念誌編集委員会が、それぞれ組織された。

①の委員の選出は、医療技術短期大学部教授会の互選とされ、委員長に主事

を充て、副委員長は委員の互選とされた。②の委員は、記念事業検討委員会

の委員、同窓会（医療技術短期大学部同窓会および各系列同窓会）会長・副

会長とされ、委員長に医療技術短期大学部主事を充て、副委員長は委員の互

選とされた。③の委員は、医療技術短期大学部教授会構成員の互選とされ、

委員長・副委員長は委員の互選とされた。募金は翌 1989 年 5 月より開始さ

れている（「第 249 回教授会議事録」「第 262 回教授会議事録」）。同年 9 月

13 日の教授会では、記念誌編集の進行状況の報告と原稿作成にあたっての資

料提供等の協力要請が行われた。 

 1991 年 5 月 24 日、創立 20 周年記念式典が午後 2 時から医学部中央講堂

で開催された。式典の後、講演会に移り、田中健藏前学長が「医学と医療」

と題して講演を行った。午後 5 時からは博多サンヒルズホテルで祝賀会が開

かれた（「第 286 回教授会議事録」「第 287 回教授会議事録」）。『九州大学医

療技術短期大学部二十年記念誌』の刊行は、1993 年 12 月となった。 

 


